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技術（IT）の割合は30%に達していない。「取締役会により社内選抜」は，製
造業，社会サービス，通信と情報技術 CIT），通信と情報技術 (IT）での割合




属主よ望部り任書門命早に 取に締よ役り会社 社外公募 その他内選抜
農林牧漁業 35.3 29.4 35.3 。
採鉱業 87.0 13.0 。 。
製造業 26.7 48.l 20.9 4.3 
公用事業（水電気ガス業） 63.4 31. 7 4.9 。
建設業（地質探査水力を含む） 56.4 29.5 10.3 3.8 
交通運輸倉庫と郵政業 57.6 28.8 13.6 。
卸売小売飲食業 33.3 38.3 28.4 。
金融保険 61.9 26.2 11.9 。
不動産業 25.3 44.2 27.4 3.1 
社会サービス業 34.4 45.3 18.8 1.5 
通信と情報技術 (IT) 28.4 45.l 22.8 3.7 
















1995年 1996年 1997年 1998年 年平均増加率
全体 1024 1658 2160 4054 56.4% 
国有企業 1293 1478 2192 30.2% 
非国有企業 2639 3408 5224 40.7% 
本調査では96年から98年にかけて，回収した全企業に占める固有企業の比率
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次に，同調査で，社長の収入と従業員の平均月収の比較を行った。表 4 をみ
ると，社長の給与は 3 倍から 6 倍未満が24.1%, 6 から 10倍未満が22.8%であ





上というと l 億 5 千万円以上の年収をとる社長を持つ企業が全体の13.8% いる
といったイメージになる。





50倍 I 50~ I 25~ I 20~ I 15~ I 10~ I 6~ I 3 倍
以上 I 25倍 I 20倍｜ 15倍 I 10倍｜ 6 倍｜ 3倍｜以下
全体 I 6.4 I 7.4 I 5.3 I 8.1 I 14.3 I 22.8 I 24.1 I 1i.o 
表 5 地域別総経理（社長）の収入と従業員の平均収入の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15i音 10倍 6 倍 3 倍 以下
東部地域 7.2 7.8 5.4 8.9 14.9 23.9 23.2 8.6 
中部地域 2.7 7.5 3.5 7.5 12.8 23.9 24.3 17.7 
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表 6 業種別総経理（社長）の収入と従業員の平均収入の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 61音 3 倍 以下
農林牧漁業 10.0 16.7 6.7 13.3 16.7 10.0 6.7 20.0 
採鉱業 。 4.5 。 54.5 9.1 27.3 4.5 。
製造業 10.3 10.1 6.9 8.6 15.6 21.2 20.2 7.2 
公用事業（水電気ガス業） 2.5 2.5 2.5 5.0 5.0 20.0 42.5 20.0 
建設業（地質探査水力を含む） 1.4 2.9 4.3 。 17.1 25.7 30.0 18.6 
交通運輸倉庫と郵政業 3.1 1.6 3.1 12.5 12.5 40.6 14.1 12.5 
卸売小売飲食業 1.7 1.7 5.2 6.9 25.9 27.6 20.7 10.3 
金融保検 2.3 2.3 。 4.5 13.6 31.8 29.5 15.9 
不動産業 4.5 8.0 9.1 5.7 18.2 25.0 21.6 8.0 
社会サービス業 3.4 5.9 4.2 7.6 11.9 23.7 30.5 12.7 
通信と情報技術 CIT) 4.4 3.4 3.9 7.8 7.8 26.0 33.8 12.7 
その他 2.0 7.8 2.9 10.2 14.6 16.6 28.8 17.1 
5. 従業員の平均収入







~~ I ~~~； I ~~~~－ 1 ~~~~～ I ~~~；～ l ：；；；～｜；；；；～ I~~ 
全体 I 4.7 23.8 I 27.4 I 19.6 I 11.7 I 10.0 I 2.7 0.2 
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表 8 従業員の平均年収（元，%）
支出 I i~~~；； 目。；～ I~；；；；～ I~~~~~～ l ；；；；；～ 196~~~～ l 針。





800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
東部地域 3.3 20.3 25.7 21.3 13.9 11.7 3.6 0.2 
中部地域 9.6 35.8 28.4 13.5 7.0 5.7 。 。











業形態より大き L、。このことは， 1 ）固有企業のうち，有力でない企業は既に
民営化されており。残っている企業は優良企業が多く，これらの企業は民間と
遜色ない業績を上げている， 2 ）特定業種においては独占企業のため海外との








800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
固有企業と団施以上固有持ち株会社 4.4 24.2 23.3 19.4 11.6 13.5 3.0 0.6 
集団企業 17.9 21.4 32.1 14.3 7.1 7.1 。 。
非国有株式会社と有限責任会社 4.1 24.9 24.6 21.5 12.0 10.4 2.5 。
私営企業 3.7 24.6 33.0 18.7 10.2 7.8 2.0 。
外資・香港マカオ目台湾系企業 5.5 23.0 24.5 20.3 12.7 9.4 4.2 0.3 
その他 7.1 14.3 40.0 17.1 20.0 1.4 。 。
表11の業種別では，金融保険業がもっとも給与が高く， 2500元以上が最も高
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表11 業種別の従業員の平均月収入（元，%）
800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 お00 3500 5000 8000 以上
農林牧漁業 2.8 22.2 33.3 19.4 8.3 2.8 11.1 。
採鉱業 。 62.5 25.0 8.3 。 4.2 。 。
製造業 6.1 31.0 30.9 17.1 8.2 5.2 1.3 0.1 
公用事業（水電気ガス業） 4.9 29.3 26.8 14.6 7.3 12.2 4.9 。
建設業（地質探査水力を含む） 1.3 24.0 33.3 22.7 8.0 8.0 1.3 1.3 
交通運輸倉庫と郵政業 3.2 9.7 25.8 27.4 12.9 21.0 。 。
卸売小売飲食業 8.5 32.2 39.0 16.9 1.7 1.7 。 。
金融保険 2.2 4.3 4.3 21. 7 26.1 30.4 6.5 4.3 
不動産業 。 18.3 17.2 25.8 20.4 16.1 2.2 。
社会サービス業 6.3 31.7 26.2 13.5 11.1 8.7 2.4 。
通信と情報技術（IT) 0.5 5.6 18.3 23.5 25.4 19.7 7.0 。
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に繋がらな L 、。
表12 上場企業と非上場企業の従業員の平均月収（元，%）
800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
境内（香港除く圏内）上場 3.1 24.7 32.1 11.7 15.4 9.9 2.5 0.6 
境外上場 3.0 16.8 15.8 27.7 17.8 14.9 4.0 。
境内外上場 2.0 35.3 21.6 19.6 13.7 7.8 。 。
上場予定 5.7 18.4 25.4 23.5 13.7 9.5 3.5 0.3 
上場予定がない 4.8 25.2 28.5 18.9 10.1 9.8 2.5 0.2 









800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
3億元以上 3.8 22.2 27.0 18.2 12.4 12.7 3.2 0.5 
3～1.5億元 1.9 28.1 31.4 20.0 11.9 6.2 0.5 。
1.5億元～3000万元 5.3 23.2 27.9 21.2 11.9 7.5 2.8 0.2 
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表14 総資産別従業員平均月収（元，%）
800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
3億元以上 4.0 22.2 26.8 19.2 11.8 12.4 3.1 0.5 
3～1.5億元 4.1 23.4 32.0 18.9 11.3 6.8 3.2 0.5 
1.5億元～3000万元 4.1 23.6 29.0 20.0 13.2 8.2 2.0 。
3000万元未満 6.2 26.3 24.7 19.9 10.6 9.8 2.5 。
6. 経営者の年収と一般従業員の比較
国務院調査（2003）では， 2003年現在での経営者（代表取締役社長またはそ
れに準ずる役職）と一般従業員の給与差は以下である。給与の差 6 から 3 倍が








50｛音 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3f音 未満
全体 I 6.4 7.4 5.3 8.7 14.3 22.8 24.1 11.0 
表16では，経営者が従業員の平均収入の50倍以上は東部地域7.2%，中部地
域2.7%，西部地域5.7%, 3 倍未満は東部地域8.6%，中部地域17.7%，西部地
域17.1% となった。 6 倍未満では東部地域31.8%，中部地域42.0%，西部地域
46.4%であるが， 10倍未満では，東部地域が55.7%，中部地域65.9%，西部地













50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25｛音 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
東部地域 7.2 7.8 5.4 8.9 14.9 23.9 23.2 8.6 
中部地域 2.7 7.5 3.5 7.5 12.8 23.9 24.3 17.7 










あることが影響していると考えられる。民間企業までも 6 倍未満36.5% と年収







50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
固有企業と50%以上固有持ち株会社 2.5 3.4 4.2 9.2 11.1 27.8 26.6 15.1 
集団企業 。 16.0 。 4.0 。 32.0 40.0 8.0 
非国有株式会社と有限責任会社 6.9 6.6 4.1 9.0 13.8 25.5 22.8 11.4 
私営企業 6.0 6.9 5.2 7.7 17.6 20.1 24.9 11.6 
外資・香港マカオ一台湾系企業 15.3 14.7 9.1 10.1 15.6 16.9 16.6 1.6 
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表18 業種別経営者年収と一般従業員の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
農林牧漁業 10.0 16.7 6.7 13.3 16.7 10.0 6.7 20.0 
採鉱業 。 4.5 。 54.5 9.1 27.3 4.5 。
製造業 10.3 10.1 6.9 8.6 15.6 21.2 20.2 7.2 
公用事業（水電気ガス業） 2.5 2.5 2.5 5.0 5.0 20.0 42.5 20.0 
建設業（地質探査水力を含む） 1.4 2.9 4.3 。 17.1 25.7 30.0 18.6 
交通運輸倉庫と郵政業 3.1 1.6 3.1 12.5 12.5 40.6 14.1 12.5 
卸売小売飲食業 1.7 1.7 5.2 6.9 25.9 27.6 20.7 10.3 
金融保険 2.3 2.3 。 4.5 13.6 31.8 29.5 15.9 
不動産業 4.5 8.0 9.1 5.7 18.2 25.0 21.6 8.0 
社会サービス業 3.4 5.9 4.2 7.6 11.9 23.7 30.5 12.7 
通信と情報技術(IT) 4.4 3.4 3.9 7.8 7.8 26.0 33.8 12.7 





く， 6 から 3 倍がもっとも多L、。それに対して，境外上場は6倍から10倍が26.8%
ともっとも多いが境内外上場企業は15倍から20倍が34.0% ともっとも多L 、。
表19 上場企業と非上場企業の経営者年収と一般従業員の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
境内（香港除く圏内）上場 6.7 8.1 5.4 13.4 20.1 24.8 18.8 2.7 
境外上場 18.6 13.4 8.2 12.4 8.2 26.8 9.3 3.1 
境内外上場 12.8 8.5 2.1 34.0 4.3 27.7 10.6 。
上場予定 10.3 9.3 7.7 9.7 16.7 21.7 19.0 5.7 
上場予定がない 4.0 6.2 4.6 6.4 13.9 22.3 28.0 14.6 
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表20の売上高別では，収入格差15倍以上が，売上高3億元以上36.9%, 3億元
～1.5億元32.0%, 1.5億元～3000万元26.9%, 3000万元16.3% と売上高が大きい
ほど収入格差は大きい。しかし，収入格差50倍以上については3億元～1.5億元
5.4%, 1.5億元～3000万元7.9% となっている。 3億元以上では10～6倍が22.7%,
3億元～1.5億元が28.1%でもっとも比率が大きく， 1.5億元～3000万元では6～3
倍が25.2%, 3000万元が31.0% ともっとも大き L 、。
表20 売上高別経営者年収と一般従業員の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3f音
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
3億元以上 9.5 9.3 6.5 11.6 15.7 22.7 19.0 5.6 
3億元～1.5億元 5.4 8.4 5.9 12.3 14.3 28.1 19.2 6.4 
1.5億元～3000万元 7.9 7.7 4.7 6.6 15.8 22.4 25.2 9.6 
3000万元未満 1.8 4.5 4.3 5.7 11.3 21.1 31.0 20.4 
表21の総資産では，収入格差15倍以上が，総資産 3 億元以上37.5%, 3 億元
～1.5億元26.5%, 1.5億元～3000万元25.5%, 3000万元18.03% と総資産が大き




50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
3億元以上 9.0 9.5 6.1 12.9 15.5 23.4 18.2 5.4 
3億元～1.5億元 7.9 6.5 7.0 5.1 14.0 28.0 21.0 10.3 
1.5億元～3000万元 4.3 8.1 3.6 9.5 16.0 20.8 27.7 10.0 
3000万元未満 4.3 4.5 5.1 4.1 11.5 21.5 29.9 19.2 









全体 国有企業 集団企業 三資企業［注］
極めて密接 32.7 31.7 40.6 33.7 
密接 46.7 46.0 49.7 47.0 
関係は弱い 17.1 18.4 8.6 15.3 

























と 6000元未満が81.3% を占めた。 2 年後の95年に6000元未満は27.9% に低下し
た。 93年のピークが4500～6000元， 95年8400～12000元であり，概ね 2 倍の大
幅な収入の向上があったとも考えられる。 95年の詳細は， 6000元未満は4500元
未満15.4%, 4500～6000元12.5%である。また8400～12000元は31.2%, 12000 
元以上が20.5%, 6000～8400元20.4% と 6000元以上が72.1% になった。
表23 経営者の年収（%）
1993年 1995年
4500元未満［注］ 32.3 15.4 
4500～6000元 49.0 12.5 
6000～8400元 11.5 20.4 
8400～12000元 4.4 31.2 






1995年 1996年 1997年 1998年 年平均増加率
全体 1024 1658 2160 4054 56.4% 
国有企業 1293 1478 2192 30.2% 
非国有企業 2639 3408 5224 40.7% 
経営者への国務院本調査て、は96年から98年にかけて，回収した全企業に占め
















全 体｜私営企業 l 縫系 l 株式会社 l計五ヵ｜集団企業｜国有企業
48600 111600 I 89100 52500 52100 31600 26300 
表26の 1998年学歴別年収では，中学校卒以下が82300元ともっとも平均年収
が高く，次が大学院修了66000元，短大49000元，大学47900元，高校・中専







全 体｜大学院｜大 学｜短 大｜韓或いは｜中学校以下
56220 66000 47900 49000 36100 82300 
表27の学歴別の経営者年収では，経営者全体で 5 万元以上14.8%，ピークの
1 ～ 2 万元33.3% に対して，平均が56220元であることから，経営者間の収入
格差が大きいことが分かる。学歴別では，大学院修了の中では 5 万元以上32.2
%が，大学卒では l ～ 2 万元34.8，短大卒では 1 ～ 2 万元34.2%，高校・中専
では l ～ 2 万元32.5%，中卒未満の 2 ～5万元30.3%が多い。大学院修了につ
いては， l 万元未満12.8%, 1 ～ 2 万元24.4%, 2 ～5万元30.6%，平均が66000
元から類推すると， 5万元以上32.2%の平均年収は約16万元となる。中学卒で
は， l 万元未満27.3%, 1 ～ 2 万元24.2%, 2 ～ 5 万元30.3%，平均82300元か
ら類推すると 5 万元以上18.2%の平均年収は約37万元となる。
表27 学歴別の経営者年収（%）
全体 大学院 大学 短大 高は校中或専い 満中学校未
l 万元未満 22.3 12.8 19.9 24.4 26.0 27.3 
1 ～ 2 万元 33.3 24.4 34.8 34.2 32.5 24.2 
2 ～ 5 万元 29.6 30.6 32.0 27.2 30.2 30.3 
5 万元以上 14.8 32.2 13.3 14.2 11.3 18.2 
表28では， 1998年の経営者の平均年収は固有企業が低く，三資企業が高い。
全体の平均年収は 2 万元未満が48.1%, 2～4万元が25.0%, 4～6万元10.7%で
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企国有業 集企業団 私営 株式 株有式限 責有任限 ニ資 合計合作
2 万元未満 62.6 50.3 20.0 49.5 32.3 42.2 15.8 48.1 
2 ～ 4 万元 25.0 23.5 14.2 26.3 25.5 27.0 25.7 25.0 
4 ～ 6 万元 7.9 8.7 15.0 7.1 14.9 10.9 20.1 10.7 
6 ～10万元 3.9 8.0 19.9 6.0 14.5 10.1 17.6 8.5 
10～50万元 0.5 8.7 16.7 7.1 11.7 6.8 12.7 5.6 
50万元以上 0.1 0.8 14.2 4.0 1.1 3.0 8.1 2.1 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 




と関係が強いと考えられるO 年収 6 万元以上はストックオプションの割合が64




経営者平均年収 (1) 従業員平均年収 (2): (1) 
給与 賞与 合計 ( 2) 
1998年 21800 7300 29100 11800 1 : 2.5
1999年 25900 9200 35100 13700 1 : 2.6
2000年 31300 30200 61500 16700 1 : 3.7
出所：「国有重要企業における経営者の賃金の研究」
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8. 賞与
過去 5 年間で， 51.7%の企業経営者が一時金を得ていることが分かった。企
業形態別では，集団企業と株式会社が最も支給率が高く，三資は最も低い（表
30を参照）。
表30 過去 5 年以内に特別賞与を支給されるかどうかについて（%）
固有企業｜集団企業｜私営企業｜株式合作｜株式会社1；~~責任｜三資｜合計






有企業は支給額が少ない。私営企業は26.9% ともっとも少な L 、。 2000元未満支
給の企業は私営企業が26.9%，固有企業18.1%が多L 、。
表31 企業形態別経営者一時金（過去5年以内に支給された特別賞与）
企国有業 集企業団 私企業営 株式 会株社式 任有会限社責 三資 合計合作
2000元未満 18.1 14.1 26.9 14.3 9.3 14.5 9.3 15.3 
2000～5000元 23.6 17.8 23.1 16.3 13.7 20.6 10.2 20.0 
5000～10000元 26.9 21.5 23.1 30.6 17.7 17.6 22.2 23.1 
10000～50000元 25.2 34.0 23.1 24.5 34.5 36.2 42.6 30.5 
50000元以上 6.2 12.6 3.8 14.3 24.8 11.1 15.7 11.1 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 









上級主管 取締役会 より提案門 自分で決 管固有理部資産門 その他部門 上級部許 めるから可
する





















14.3 I 23.7 1 61.5 
出所：国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「企業創新：現状、問題及対策－2001
年中国企業経営者成長与発展専題調査報告J により作成
本調査では， 89%の経営者の年収は10万元未満で，その内 2 万元未満41.7%,
2-4万元27.1%, 4 10万元19.7% となっている（以下，表を略す）。非固有企
業，上場企業とハイテク企業の経営者の年収が高く， 10万元以上の割合は21.5
%, 21.5% と 21.4%であり，全体平均より 10ポイント高L、。固有企業，中西部
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表35 規模別経営者に求められる最も適合な動機付方式（%） 複数回答
年俸制 株 権 ストックオ 職務待遇 年保金険・医療等プション
全体 73.3 47.0 34.6 32.9 29.8 
大型企業 75.1 50.9 39.1 28.3 27.4 
中型企業 73.9 43.5 27.0 39.7 32.1 















\\\\\ 職位給 職務給 年功給 技能給 各当種手て 賞与 長刺期激給的
東部地域 84.5 71.8 43.9 22.9 67.9 78.8 31.4 
中部地域 88.8 73.3 51.3 22.4 63.8 80.2 37.5 
西部地域 85.4 67.5 50.0 26.9 63.4 76.9 33.2 





は55.3%，技能給31.1% と多 L、。賞与については，三資企業が72.4% と固有企
業と50%以上国有持ち株会社83.0%等に比較して少な L 、。
表38 企業形態別経営者の賃金構成（%）
i瓦＼＼竺？ 職位 職務 年給 功 技給 能 各手種当 賞与 長激的 期刺給給 給 て
固有企業と50%以上固有持ち株会社 86.6 64.7 55.3 31.1 67.8 83.0 24.2 
集団企業 82.1 75.0 42.9 21.4 67.9 82.1 42.9 
非固有株式会社と有限責任会社 84.l 72.9 40.2 15.3 62.9 81.3 39.6 
私営企業 84.4 75.2 46.0 21.4 68.2 78.4 36.9 
外資・香港マカオー台湾系企業 85.8 73.3 36.3 24.7 64.2 72.4 31.7 
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表39 業種別経営者の賃金構成（%）
\ \ \ \~ \ 職給 位 職給 務 給年功 技給 能 手各種当 賞与 長激的 期刺給
て
農林牧漁業 81.1 64.9 51.4 27.0 67.6 64.9 29.7 
採鉱業 79.2 33.3 79.3 58.3 75.0 87.5 4.2 
製造業 84.1 73.6 44.5 24.0 61.4 77.6 34.3 
公用事業（水電気ガス業） 97.6 51.2 61.0 48.8 82.9 97.6 17.1 
建設業（地質探査水力を含む） 83.3 56.4 46.2 23.1 71.8 79.5 28.2 
交通運輸倉庫と郵政業 83.6 65.7 61.2 25.4 77.6 85.1 23.9 
卸売小売飲食業 82.0 65.6 45.9 18.0 57.4 80.3 26.2 
金融保険 81.3 75.0 35.4 2.1 72.9 79.2 29.2 
不動産業 91.6 69.5 48.4 22.1 69.5 82.1 29.5 
社会サービス業 87.6 83.7 51.9 25.6 71.3 79.1 31.0 
通信と情報技術 (IT) 90.3 75.9 41.7 25.0 72.2 77.8 41. 7 
その他 83.3 69.3 39.9 16.2 71.1 77.6 32.0 
表40の上場・非上場の違いでは，境内上場企業は職位給80.2% と少な L 、。職
務給は上場予定がない企業73.1%，上場予定企業72.0% と上場していない企業
が多く，境内外上場企業が56.9% と少ない。年功給は境内外上場企業が66.7%
と多く，境外上場企業が38.1% と少な L、。技能給は，境内外上場企業45.1% と




\\\\\\\ 職位給 職務給 年功給 技能給 各種手 賞与 長期給的当て 刺激
境内（香港除〈国内）上場 80.2 66.5 51.5 25.7 61.1 81.4 34.1 
境外上場 85.7 65.7 38.1 24.8 64.8 73.3 43.8 
境内外上場 84.3 56.9 66.7 45.1 66.7 84.3 33.3 
上場予定 86.3 72.0 47.2 25.8 66.5 86.0 48.4 
上場予定がない 85.7 73.1 44.3 21.4 67.9 76.7 26.9 
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表41では，売上高が3000万元未満の企業は職位給87.0% と多く，年功給39.8
%，長期的刺激給28.9% と少な L 、。 3 億元以上の企業は職務給66.2% と少なく，




\\\ 職位給 職務給 年功給 技能給 各種手 賞与 長刺期激給的当て
3億元以上 84.1 66.2 52.4 26.3 64.1 82.1 35.7 
3億元～1.5億元 85.6 71.2 47.0 25.6 67.4 84.7 34.0 
1.5億元～3000万元 84.9 72.5 43.1 18.9 68.5 75.8 31.3 





\\\ 職位給 職務給 年功給 技能給 各種子 賞与 長刺期激給的当て
31意元以上 84.1 67.7 50.6 27.9 65.4 82.9 34.1 
3億元～1.5億元 88.2 71.6 49.8 22.3 70.7 80.3 34.5 
1.5億元～3000万元 84.5 70.7 43.7 20.3 67.5 77.7 33.8 
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一＼＼＼＼一 持ち株 ストック・ 擬ち制株持 その他オプション
固有企業と50%以上国有持ち株会社 9.4 6.0 3.4 8.1 
集団企業 14.3 10.7 7.1 14.3 
非固有株式会社と有限責任会社 14.0 11.2 12.8 10.0 
私営企業 8.1 9.0 14.9 12.6 
外資・香港マカオ一台湾系企業 8.1 10.5 7.3 12.2 
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が1.5%，公用事業が2.4% と少ない。
表45 業種形態別経営者の長期刺激給の方式（%）
＼下＼＼＼ 持ち株 ストック・ 擬制持 その他オプション ち株
農林牧漁業 5.4 5.4 8.1 13.5 
採鉱業 。 4.2 。 4.2 
製造業 11.5 9.5 9.5 10.8 
公用事業（水電気ガス業） 4.9 9.8 2.4 2.2 
建設業（地質探査水力を含む） 6.4 3.8 6.4 15.4 
交通運輸倉庫と郵政業 11.9 10.4 1.5 4.5 
卸売小売飲食業 3.3 9.8 3.3 13.1 
金融保険 8.3 。 8.3 10.4 
不動産業 10.5 3.2 11.6 7.4 
社会サービス業 5.4 3.9 10.1 13.2 
通信と情報技術（IT) 12.0 17.1 13.4 10.2 
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表46 上場会社と非上場会社経営者の長期刺激給の方式（%）
一一一＼＼～～ 持ち株 ストック・ 擬ち制株持 その他オプション
境内（香港除く国内）上場 13.8 11.4 4.8 12.6 
境外上場 13.3 20.0 4.8 14.3 
境内外上場 15.7 15.7 3.9 5.9 
上場予定 17.7 13.0 16.1 15.2 
上場予定がない 6.6 5.8 8.4 9.4 
表47の売上別では，売上高 3 億元以上の企業は，持ち株が12.0%，ストック
オプションが10.7% と多く，擬制持ち株が7.1% と少な L 、。 3億元～1.5億元の企
業は，擬制持ち株が多L 、。 3000万元未満の企業は，持ち株が7.7% と少なく，
他の刺激給も少ない。
表47 売上別経営者の長期刺激給の方式（%）
\\\\ 持ち株 ストック・ 擬ち制株持 その他オプション
3億元以上 12.0 10.7 7.1 12.8 
3億元～1.5億元 9.3 7.0 13.0 10.2 
1.5億元～3000万元 9.4 8.4 9.4 10.1 
3000万元未満 7.7 7.1 9.6 9.6 
表48の総資産別では， 3 億元以上の企業は，持ち株が12.7%，擬制持ち株が
7.1% と少な L 、。 3億元～1.5億元の企業は，ストックオプションが11.8% と多L 、。
1.5億元～3000万元の企業は，擬制持ち株が11.4% と多 L 、。 3000万元未満の企
業は，ストックオプションカi6.3% と少ない。
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表48 総資産別経営者の長期刺激給の方式（%）
\\\\ 持ち株 ストック・ 擬ち株制持 その他オプション
3億元以上 12.7 9.8 7.1 11.0 
3億元～1.5億元 7.0 11.8 8.7 15.3 
1.5億元～3000万元 9.0 8.1 11.4 10.7 



































満足し！ている｜足して 1 あ る｜不満で
ている 1 1 いる i l ある







非満常足にし 満足し まあ満 不満で 非常満 にている 足してー ある 不で
ている る あ る
東部地域 1.0 5.3 65.3 25.7 1.8 
中部地域 1. 7 8.6 65.5 21.6 2.6 
西部地域 1.5 4.9 70.1 21.3 2.2 









非満常足にし 満足し まあ満 不満で 非不常満でにている 足して ある
ている L 、 る あ る
固有企業と50%以上固有株もち企業 1.3 5.6 64.2 26.0 2.9 
集団企業 7.1 7.1 67.9 17.9 。
非国有株式会社と有限責任会社 0.6 5.3 68.2 23.7 2.2 
私営企業 1.1 5.4 65.1 25.4 3.1 
外資・香港マカオー台湾系企業 1.2 6.1 66.6 23.8 2.3 





交通運輸倉庫と郵政業である。それぞれの割合は90.3%, 87.5%, 80.6%, 77.3%, 
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表52 業種別賃金についての従業員の満足度（%）
非満常に 満足し まあ満 不満で 非不常満でに足し ている 足して ある
ている L 、 る あ る
農林牧漁業 2.7 16.2 51.4 27.0 2.7 
採鉱業 。 4.2 83.3 8.3 4.2 
製造業 0.7 5.3 65.6 25.2 3.2 
公用事業（水電気ガス業） 2.4 17.1 70.7 7.3 2.4 
建設業（地質探査水力を含む） 2.6 3.8 56.4 33.3 3.8 
交通運輸倉庫と郵政業 1.5 3.0 58.2 35.8 1.5 
卸売小売飲食業 。 4.9 62.3 29.5 3.3 
金融保険 4.2 。 72.9 22.9 。
不動産業 1.1 6.3 63.2 27.4 2.1 
社会サービス業 2.3 10.9 67.4 17.8 1.6 
通信と情報技術 CIT) 0.5 4.2 72.7 20.8 1.9 







非満常に 満足し まあ満 不満で 不非常満でに足し ている 足して ある
ている る あ る
境内上場 2.4 9.0 64.1 22.8 1.8 
境外上場 2.9 7.6 66.7 21.9 1.0 
境内外上場 2.0 5.9 70.6 19.6 2.0 
これから上場 1.9 6.5 66.8 21.7 3.1 
上場企業ではない 0.6 4.9 65.6 26.1 2.9 







非満足常にし 満足し まあ満 不満で 非不常満でにている 足して ある
ている L 、 る あ る
売上高3億元以上企業 1.6 7.8 67.2 21.3 2.1 
売上高3～1.5億元企業 1.4 3.3 64.6 27.9 2.8 
売上高1.5億元～3000万元企業 0.6 3.6 64.7 28.2 2.9 
売上高3000万元以下企業 1.0 6.3 65.9 23.6 3.3 
表55 総資産別賃金について従業員の満足度（%）
非満常足にし 満足し まあ満 不満で 非不常満でにている 足して ある
ている L 、 る あ る
総資産3億元以上企業 1.8 6.9 66.5 22.7 2.1 
総資産3～1.5億元企業 0.4 4.8 65.9 26.6 2.2 
総資産1.5億元～3000万元企業 0.9 3.7 65.5 27.3 2.6 
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表56 従業員の平均年収（円、%） 1元＝ 14円
13万 13万 20万 30万 42万～ 58万
4400 4400~ 1600~ 2400~ 58万 8000~ 134万 4000
未満 20万 30万 42万 8000 84万 4000 以上
1600 2400 





50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍





1979年には年収 l 万元以上の経営者はほとんどいなかった。 1980～1984年の聞
に 1 万元以上が8.7% に達し， 1985～1993年には l 万元以上が23.4% になった。
1994～1999年には 1 万元以上が59.5%に達し，それ以外の経営者の年収は5000
～10000元になった。経営者の年収は50%前後の成長率と考えると2003年で月
収 3 万 5 千元になり，概括で述べた経営者月収 3 万元を裏付ける。
1979年から現在までの経営者収入調査について詳解する。経営者の賃金は，
従業員との比較，年収の史的変化，年収の構成，長期刺激の手段の 4 点につい
ての国務院報告を詳解する。 2003年現在，従業員の平均年収は 2 万4000元程度
(23万 5 千円：日本454万円2001年度（注 2 ））経営者の年収は平均約従業員の
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14倍36万元程度（504万円）である（米国24倍l億1425万円，英国18倍6403万円，
日本10倍5038万円： 1997年度（注 3) ：なお，日本の経営者の感覚は，高額
14.8%，適正48.3%，低額34.2%，その他2.7% （注 4)）。経営者の年収の変化





有企業が低く，三資企業が高L、。全体の平均年収は 2 万元未満が48.1%, 2~ 4 
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上場予定が無い企業は同4.0%, 6.2% と比率が低い。
売上高差：収入格差15倍以上が，売上高 3 億元以上36.9%, 3 億元～1.5億
元32.0%, 1.5億元～3000万元26.9%, 3000万元16.3% と売上高が大きいほど収
入格差は大きし、。
総資産差：収入格差15倍以上が，総資産 3 億元以上37.5%, 3 億元～1.5億


















確にし，役職連動ではなく業績連動の報酬とする。 C E Oなどの経営トップは
企業業績を，業務執行責任をもっ役員は担当部門の業績を反映した評価・報酬
とする。②役員の報酬は，報酬月額や基本年俸などの安定的部分を減らし，短












































製造業は少な L 、。 I T，サービスコンサルタント，流通，金融といった製造以
外の新事業への進出が著し L、。また企業が行うベンチャ一事業も同様に I T33 
%，流通12%，金融10%，サービスコンサルタン卜 8%であり，製造業は電気
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表1 ：地域男lj回答状況
地域 回答数 割合（%）
東部地域 1368 72.9 
中部地域 232 12.4 
西部地域 268 14.3 
N.A 9 0.4 








国有企業と50%以上国有株もち企業 553 29.5 
集団企業 28 1.5 
非国有株式会社と有限責任会社 321 17.1 
私営企業 556 29.6 
外資・香港マカオ一台湾系企業 344 18.3 
その他 75 4.0 
合計 1877 100.0 
表3 ・業種別回答状況
地域 回答数 割合（%）
農林牧漁業 37 2.0 
採鉱業 24 1.3 
製造業 845 44.8 
その内：食品 65 3.5 
化学工業 77 4.1 
自動車 53 2.8 
石油と石油加工 28 1.5 
繊維と服装 62 3.3 
鉄鋼 16 0.9 
建築材料 49 2.6 
医薬 78 4.2 
機械 100 5.3 
電子 98 5.2 
ITハード 66 3.5 
その他の製造業 153 8.2 
公用事業（水電気ガス業） 41 2.2 
建設業（地質探査水力を含む） 86 ( 8) 4.6 (0.4) 
交通運輸倉庫と郵政業 67 3.6 
卸売小売飲食業 61 3.2 
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金融保険 48 2.6 
不動産業 95 5.1 
社会サービス業 129 6.9 
通信と情報技術 CIT) 216 11.5 
その他 228 12.1 




99人以下 403 21.5 
100～299人 369 19.7 
300～499人 169 9.0 
500～999人 208 11. 1 
1000～2999人 318 16.9 
3000～9999人 187 10.0 
10000人以上 74 3.9 
N.A 149 7.9 
合計 1877 100.0 
2 ）日本の国税庁民間給与実態統計調査2002年：民間企業に勤める人が昨年1年間に受け取っ
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